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地域ぐるみの活動による農村環境の保全と農業用施設の延命化

人・農地プラン（地域農業マスタープラン）の実行

農林部

地産地消の推進と都市農村交流による活性化

遊休荒廃農地の再生、農地の流動化促進並び鳥獣被害対策の推進

地域で支える健全な森林の環境整備
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重点目標管理シート

部局名 １位

　６次産業化法に基づく各種支援が
受けられるよう情報提供及び支援を
行います。
(1) 事業所訪問　10事業所
(2) 総合化計画認定事業所　2ヶ所
(3) 商談会の開催　1回

(1)海野町商店街との共催により、10月19日に「海野町フードサミッ
ト2013～上田産直まつり」と題して、第5回「うえだ産直まつり」を
開催しました。
(2)毎月第3日曜日を含む金・土・日曜日を「上田を味わう日」に設
定し、「うえだ地産地消ナビ」やHPでPRしています。
(3)食と農を結ぶ情報誌「うえだ地産地消ナビ」を6月に発刊し、地
産地消が市民の身近なものとなるよう取り組みました。
(4)地元食材の地域消費拡大を図るため、生産者と加工業者とのマッ
チングの機会(商談会)を開催するため、現在準備を進めています。

○取組による効果・残された課題
・市民に食の安全・安心を実感してもらうため、地元農産物の消費拡大を図ります。
・食と農をもっと近づける視点と食育の視点で、教育ファーム事業の実施に向け行動計画を企画、立案します。
・千葉市農山村留学、棚田オーナーは、都市住民との交流による絆を育むことから、より地域の皆さんに参画してい
ただき受入を行います。

特
記
事
項

○市民参加・協働の推進、市民満足度の向上を考慮した点

(1) 千葉市小学生の農山村留学受入
　
(2) 棚田オーナー30組、体験校2校

(3) ４箇所250本（東山、常磐城、
　　富士見台、真田）

(1) 自校給食、センター給食毎に地
　　元産食材の利用割合向上に向け
　　た取組を検討、実施します。
(2) (1)による取組を通じて地元産
　　食材の利用割合を向上させま
    す。
　　　H25年度末（米と青果物の重量
　　ベース）46％

　年度末までに、昨年実施したニー
ズ調査（食農教育の実態・意向調
査）を参考に実施に向けた仕組み
を企画、立案します。

毎月１回、行政と農業関係機関との教育ファーム実施に向け
た打ち合わせ会議を実施し、実施要領、圃場の選定、経費の
分担など調整を進めています。

(1)千葉市農山村交流を実施し（8/23～26）、引率職員を含む79
   人（豊殿41人、川西38人）を受け入れました。
(2)稲倉棚田オーナーは35組（5/25田植え、9/28稲刈り）、田植
   え体験は大宮北高校325人（5/9）・銀座中学校93人（5/15）
   を受け入れ、稲刈り体験は大宮北高校45人（9/29）を受け入
   れました。
(3)りんごオーナーは、東山119人（131本）、常磐城37人（42
   本）、富士見台３人（4本）、真田３３人（40本）と契約し
   ました。計192人（217本）

(1)4月30日、7月26日、1月16日に上田地産地消推進会議学校給食部
   会を開催、11月19日に学校給食センターの視察、意見交換会を
   実施し、学校給食関係者と今年度の目標について共有・情報交
   換をするとともに、推進するための課題、取組内容を検証し、
   現状分析を行いました。また、学校給食への地元野菜（玉ね
   ぎ）供給の取組を昨年に引き続き実施しました。
(2)地元農産物利用割合の向上を図るため、学校給食の食材規
   格表の見直しを関係機関に申し入れ、見直しが実現しました。
(3)学校給食における地元産食材の利用割合は、43.8％となりまし
   た。（重量ベース）

毎月1回、行政と農業関係機関と教育ファーム実施に向けた打
合せ会議を実施しました。（平成25年度　７回）
今後も教育ファーム実施に向け、検討を行います。

(1)千葉市農山村交流を実施し(8/23～26)、引率職員を含む79
人(豊殿　41人、川西　38人)を受入れました。
(2)稲倉棚田オーナーは35組(5/25田植え、9/28稲刈り)、棚田
田植え体験は大宮北高校325人(5/9)、銀座中学93人(5/15)を
受入れました。
(3)りんごオーナーは、東山115人(127本)、常磐城37人(42
本)、真田33人(40本)と契約しました。(富士見台は現在募集
中です。)　　　計　185人(209本)

⑤

○グリーンツーリズムの推進
　　実施件数を単に増やすのではなく、都会の方に
　　ゆとりとやすらぎ、人との絆、上田の良さを体
　　感していただく視点で以下の事業に取り組みま
    す。
(1) 農山村留学の受入
(2) 棚田オーナーの受入
(3) りんごオーナー受入

（1）8月

（2）4月～11月

（3）4月～11月

④

○教育ファームの企画、立案
　　地域における｢食｣と｢農｣への関心と理解を深め
    るため、体験しながら学ぶための食農教育につ
    いては、24年度実施したニーズ調査を参考にし
    関係機関と連携して企画、立案します。

  平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

平成２５年度

重点目標 地産地消の推進と都市農村交流による活性化 農林部

(1)生産者８名に対し訪問等を行い、６次産業化法に基づく各種支援
   が受けられるよう情報提供を行うとともに、会議の中で生産者に
   対し６次産業化法のメリットについて情報提供を行 いました。
(2)６次産業化に基づく総合化計画認定事業所となるべく申請方法に
   ついて２団体から照会がありました。
(3)上小農業改良普及センター主催「異業種連携による地元農産物を
   活かした商品づくり研修会」を後援し、地元農産物の付加価値づ
   くりについて学ぶとともに、異業種と連携した活動や商品の情報
   交換を行いました。

(1)10月19日海野町商店街振興組合との共催により「海野町フードサ
   ミット2013～上田産直まつり～」を開催し、旬の農産物の消費拡
   大を図るととも地産地消を広く市民に周知し、直売所や加工業者
   間の交流を深めました。出展者　11団体　来場者数　約8,000人
(2)毎月第３日曜日を含む金・土・日曜日を「上田を味わう日」に設
  　定し、上田市HPや「うえだ地産地消ナビ」でPRしました。
(3)食と農を結ぶ情報誌「上田地産地消ナビ」を6月、10月、2月の計
   3回発刊し、地産地消が市民の身近なものとなるよう取組みまし
   た。
(4)上小農業改良普及センター主催「異業種連携による地元農産物
   を活かした商品づくり研修会」を後援し、地元農産物の付加 価
   値づくりについて学ぶとともに、異業種と連携した活動や商品の
   情報交換を行いました。

①

○６次産業化と農商工連携の推進
(1) 地元の農林水産物加工所、直売所等を訪問し、
　　６次産業業化に係る支援策を周知します。
(2) 市内農林漁業者等から６次産業化法に基づく総
　　合化計画認定事業者を輩出します。
(3) 農商工連携を図り、上田ブランドの輩出を推進
　　するためマッチング機会を提供します。

(1)平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(2)平成26年3月までに

(3)平成26年3月までに

②

○市民に地産地消の機運を醸成するための取組
(1) 地産地消の市民へのＰＲ及び市内直売所・農
    産物加工業者の連携の場として「産直まつり｣
　  を開催
(2) ｢上田を味わう日｣の取組の推進
(3) 農と食を結ぶ情報誌｢上田地産地消ナビ｣の発行
(4) 地産地消推進を図るため生産者と加工業者等と
　  の商談会の開催

(1)4月～11月

(2)、(3)、(4)
  平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

期末報告（目標に対する達成状況・達成度）

第２編　産業・経済

 現況・
　　課題

 目的・
　　効果

  優良農地と担い手の確保をはじめとした農業の持続的かつ健全な発展、農村の活力の再生 、生産者の顔が見える安全・安心・新鮮な食材を市民に提供、食料自給率の向上、地域資源の有効活用、地域の食文化の伝承及び環境への負
荷低減等を目的として、地産地消を推進します。
　また、地元住民の地域資源の再認識、農村地域の活性化、上田市の魅力を高めるために農村と都市との交流を推進します。

第１節　豊かな恵みをもたらす農林水産業を支える

 総合計画における

 　　　　　位置付け

 市長マニフェスト

 　　　における位置付け

③

○学校給食における地元産食材利用割合増加のため
　の取組
(1) 地産地消推進会議学校給食部会による更なる
　  事業展開
(2) 地元産食材の利用割合増加に向けた具体的な
　  取組を行い、割合を向上させます。

(1)、(2)
  平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

優先順位

  平成20年度に上田地産地消推進会議を設立し、生産、加工、流通、飲食、宿泊、消費者等の関係者による一体的な地産地消の取組をしてきており、市民が地元の農産物を買い求める傾向が高まり、学校給食、飲食店、宿泊施設にお
いても地域食材を使った料理の提供が徐々に増えてきてはいるが、担い手の減少、耕作放棄地の微増、農業算出額の減少等、農業を取り巻く環境は依然厳しい状況であり、他の農業振興策と併行して地産地消の取組を積極的に推進し
ていく必要があります。
  また、農山村の持つ豊かな自然や美しい景観などの価値が見直されてきていることから、農山村と都市との交流を推進することにより、地域農業及び農村の活性化を図ることが重要となっています。

第１章　地域経済を活性化するために

(1)4月30日、7月26日に上田地産地消推進会議学校給食部会を
開催し、学校給食関係者と今年度の目標について共有すると
ともに、推進するための課題、取組内容を検証し、現状分析
を行いました。また、学校給食への地元野菜(玉ねぎ)提供の
取組を昨年に引き続き実施しました。
(2)地元農産物利用割合の向上を図るため、学校給食の食材規
格表の見直しを関係機関に申し入れしました。

(1) 産直まつり開催回数　１回
　  集客規模　　6,000人以上
(2) 様々な方法により周知
(3) 年3回発行（6月・11月・2月）
　　各4,000部
(4) 商談会開催回数　１回

中間報告（目標に対する進捗状況・進捗度）数値目標（どの水準まで）
期間・期限

（いつ・いつまでに）
(1)生産者、事業所等６人に対し訪問し６次産業化法に基づく各種支
援が受けられるよう情報提供を行うとともに、会議の中で生産者に
対して６次産業化法のメリットについて情報提供を行いました。
(2)６次産業化に基づく総合化計画認定事業所となるべく申請方法に
ついて２団体から照会があり、現在指導中です。
(3)農商工連携を図り、上田ブランドの輩出を推進するため加工業者
と販売業者とのマッチングの機会(商談会)を開催するため、現在準
備を進めています。

Ⅳ－２－（1）

取組項目及び方法・手段（何をどのように）
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重点目標管理シート

部局名 ２位

(1)(2)モデル地区を武石地域と選定し、基礎資料を作成しまし
た。

(1),(2)平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

　
　モデル地区を選定し、長野県で実
施している森林地域調査編入事業と
併せ、非農地認定手続を推進しま
す。

④

○山林化した農地の非農地認定手続きの推進
 (1) モデル地区の選定
 (2) 非農地認定の実施

○取組による効果・残された課題

⑤

取組項目及び方法・手段（何をどのように）

①

○遊休荒廃農地の解消
  (1)意向調査結果をもとに、行政、農業委員会、Ｊ
　　Ａ等関係機関と連携し、所有者や耕作者の利用
　　調整を行い、荒廃地の解消を図ります。

特
記
事
項

○市民参加・協働の推進、市民満足度の向上を考慮した点

(1) 平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(1)(2)モデル地区の選定と非農地認定手続の基礎資料を作成
中です。

(1)有害鳥獣による農作物被害防止のため、市内23地区におい
   て侵入防止柵　L=20.3kmの設置を行いました。
　　上田地域…10地区　6.8ｋｍ　丸子地域…7地区　8.1ｋｍ
　　真田地域… 1地区　2.7ｋｍ　武石市域…5地区　2.7ｋｍ
(2)有害著鳥獣による農作物被害防止のため、緩衝帯整備
  　A=2.64haを行いました。
     上田地域…2箇所　2.39ha　丸子地域…1箇所　0.25ha

遊休荒廃農地の再生、農地の流動化促進並び鳥獣被害対策の推進 農林部

Ⅳ－２－（１）第１章　地域経済を活性化するために
 総合計画における

 　　　　　位置付け

 目的・
　　効果

　遊休荒廃農地の解消による農地の確保及び農地の流動化の促進により、農地の有効活用を図り食料自給率の向上を図ります。
　また、鳥獣から農産物等を守るためには、個別で対策を行うよりも地域が一体となり、鳥獣被害対策を実施することが効果的であることから、地域住民と協力し集落単位の広い範囲で侵入防止柵を実施します。

　ＪＡ・活性化委員会と連携し、優
良農地の確保、集積を図り、農地の
流動化を推進します。
　新規利用権設定面積 A=100ha

○有害鳥獣対策事業の実施
　(1)国・県の補助事業を活用し、地域住民と協力
　　して侵入防止柵の設置を行い、広範囲での防止
　　対策に取り組みます。
　(2)緩衝帯整備により、鳥獣が出没しにくい環境
　　整備を進めます。

(1) 平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(2) 平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(1)侵入防止柵　  L=17.7km

(2)緩衝帯整備  　A=2.0ha

第１節　豊かな恵みをもたらす農林水産業を支える

(1)侵入防止柵の具体的な設置位置等について、現在地元と
　調整を行なっています。　（実施は落葉後を予定）

(2)緩衝帯整備の実施箇所について、現在地元と調整を
　行なっています。（実施は落葉後を予定）

(1)遊休荒廃農地再活用面積A=10ha

期間・期限
（いつ・いつまでに）

数値目標（どの水準まで）

 現況・
　　課題

　農業従事者の減少や高齢化の進展、遊休荒廃農地の発生、農畜産物の価格低迷などの中で地域農業の維持、発展を図るため食料の生産基盤である農地を確保し、その有効利用を図る必要があります。
　また、高齢化等により集落近くの里山の荒廃化が進み、鳥獣による農産物被害が特に深刻化しています。このため、間伐等による山林の環境整備と併せ、鳥獣が農地へ出没しないような侵入防止柵の設置などのハード面での対策が
必要です。

優先順位

第２編　産業･経済

期末報告（目標に対する達成状況・達成度）

(1)遊休荒廃農地の利用状況調査及び意向調査の結果を活用
し、7件A=2.9haを解消、現在7件A=6.0haの解消に取り組み中
です。

(1)遊休荒廃農地の利用状況調査及び意向調査の結果を活用
   し、関係機関連携の下で、24地区、A=13.9haの解消を図り
   ました。

中間報告（目標に対する進捗状況・進捗度）

平成２５年度

重点目標

 市長マニフェスト

 　　　における位置付け

②

(1)上田地域では、9月にＪＡ・活性化委員会と連携し、農地
貸借相談会を開催しました。
 新規設定　496筆 A=53.4ha
(2)日常業務において、必要に応じ斡旋活動を行っています。
 新規設定　169筆 A=19.6ha

(1)(2)農地貸借相談会は、上田地域17箇所で2回実施したほ
か、日常業務の中で農業委員等によるあっせん活動により、農
地の流動化について、1,020筆109.5haの新規設定を行いまし
た。③

○農地貸借相談会の開催と農業委員等による斡旋活
  動による流動化の促進
 (1) 農地貸借相談会の開催
 (2) 日常業務における農業委員等による斡旋活動

(1) 9月･2月
(2) 平成25年4月～
　　　　　平成26年3月
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重点目標管理シート

部局名 ３位

○県の森林税を活用した里山整備事業（切捨間伐）
　(1)今年度から更に延長される当該事業を活用し、
　　　里山整備の要望のある地区での事業実施を
　　　図ります。

  平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(1)切捨間伐　A=150ha
　　　（殿城、上小寺、大日向他）

(1)市有林3地区において、搬出間伐16.2haを実施し、ゆきむら
   夢工房の観光トイレの内装材に活用を図りました
 　（芳田･･･6.8ha 別所温泉･･･2.8ha 野倉･･･6.6ha)

現在、市内全域の15団地、面積約205haについて山林所有者の
同意を得る作業等を行っており、このうち1団地の5.39haにつ
いて作業を完了しました。

(1)里山整備事業により、市内全域の18地域、面積211.30haで
   切り捨て間伐を実施しました。
　　上田地域･･･8地区　A=104.5ha
    丸子地域･･･4地区　A=　26.7ha
　　真田地域･･･3地区　A=　49.9ha
　　武石地域･･･3地区　A=　30.2ha

(1)5月から7月にかけて実施する春駆除をはじめ、９月末まで
　に、V=4,989㎥の伐倒駆除を実施済です。
(2)林道から松林へ向けての地上薬剤散布（L=9.5km）を6月～
　7月に実施済です。

(1)国・県も補助事業等を活用し、松くい虫防除対策として、
   市内全域において、V=8,821㎥の被害木の伐倒駆除を実施
   しました。

(2)空中散布を中止している地域を中心に、林道8路線L=9.5km
   を5月～8月に実施しました。

(1)伐倒処理量　  V=8,000㎥

　
(2)林道を利用した地上薬剤散布
　　L=9.5km

○市有林の環境整備
　(1)市有林の搬出間伐を積極的に行い、地域産材
　　の木材利用の促進を図ります。

(1)A=8.8haの搬出間伐については9月中に発注の事務処理を
　行い、他の実施予定箇所については、測量及び設計を進め
　ています。

期間・期限
（いつ・いつまでに）

数値目標（どの水準まで）

 現況・
　　課題

　森林は木材生産はもとより、水源かん養や土砂災害防止といった多面的機能を有しており、森林面積が７０パーセントを占める上田市においては、今後も市民の共通の財産である健全な森林の育成を地域全体で支えていく必要があ
ります。
　しかし、近年では高齢化や林業の担い手不足等の問題から、森林の荒廃化が進んでおり、鳥獣による農作物被害対策も含め、様々な面から森林の環境整備が求められています。このため、依然として深刻な被害が続く松くい虫被害
対策を継続的に進めると共に、市有林及び民有林の間伐による環境整備についても積極的に

 目的・
　　効果

　10年後の木材自給率50％を目標とする国の「森林・林業再生プラン」の方針に従い、上田市でも搬出間伐を中心とした森林整備を推進することで、停滞する木材需要の増加を図るほか、木質バイオマスといった自然再生エネルギー
の利用促進にも繋がると考えます。
　また、民有林の中でも特に集落に近い里山の間伐整備は、森林の環境整備だけでなく、ここ数年深刻化している鳥獣による農作物被害を軽減する効果も期待できます。

中間報告（目標に対する進捗状況・進捗度） 期末報告（目標に対する達成状況・達成度）取組項目及び方法・手段（何をどのように）

優先順位

第３編　自然・文化
 総合計画における

 　　　　　位置付け

 市長マニフェスト

 　　　における位置付け

Ⅳ－１　(２)
Ⅳ－２　(１)

第１章　自然との共生のために

第１節　緑あふれる森林・里山や清らかな水が流れる河川を守る

重点目標 地域で支える健全な森林の環境整備 農林部

平成２５年度

平成25年9月～
　　　　　平成26年3月

(1)搬出間伐　A=15ha
　　（芳田、別所温泉他）
　
　

④

○再生産可能な木質エネルギーの利用促進
　(1)ペレットストーブ導入のＰＲ活動を行い、木質
　　エネルギーの利用促進を図ります。

  平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(1)ペレットストーブ導入補助
　　 Ｎ=5件

(1)上田市ホームページ及び広報誌を通じてペレットストーブ
　　の購入希望者を募集し、現在４台について導入に向け
　　申請者と調整を行っています。

(1)市の広報やホームページにより広報を行い、ペレットス
   トーブＮ＝6台の導入補助を行いました。

③

②

○松くい虫の被害防除対策事業
　(1)国・県の補助事業を活用し、被害拡大を防ぐ
　　効果的な時期に伐倒駆除を実施します。
　(2)空中散布を中止している地域を中心に、林道
　　を利用した地上薬剤散布を、マツノマダラカミ
　　キリの発生時期に合わせ実施します。

(1) 平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(2) 5月～8月

①

⑤

特
記
事
項

○取組による効果・残された課題
・整備の遅れから鳥獣による農作物被害の一因にもなっている集落近くの里山にいて、間伐の必要性について地域住
民理解を求め、延長が決定した県民税を活用した里山整備事業の導入を推進し、地域の森林環境整備に努めます。

○市民参加・協働の推進、市民満足度の向上を考慮した点

4



5

重点目標管理シート

部局名 ４位

特
記
事
項

○取組による効果・残された課題○市民参加・協働の推進、市民満足度の向上を考慮した点
　農地・水保全管理支払交付金により、農家と非農家が農地・水路等の保全や農村環境整備のための共同活動を行
い、地域の農業生産環境の向上を図ります。

第２編　　産業・経済
 総合計画における

 　　　　　位置付け

(1)4月～6月
(2)6～9月頃
(3)5月頃
(4)(5)随時

(1)～(5)
　新規5地区（塩田1、川西2、丸子1,
真田1地区）の採択を目指します。

期間・期限
（いつ・いつまでに）

数値目標（どの水準まで）

地域ぐるみの活動による農村環境の保全と農業用施設の延命化 優先順位農林部

③

 現況・
　　課題

平成２５年度

重点目標

①

(1)平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(1)県営の神川左岸地区、吉田堰地
区、川西地区の事業実施に伴う地元
調整等を実施します。

第１節　　豊かな恵みをもたらす農林水産業を支える

第１章　　地域経済を活性化するために

・今後、更新時期を迎える多くの施設について、機能診断を行うことにより劣化状況を調査し計画的な補修や更新を行い、施設の延命化を図ります。
・地域毎の現状を把握し、その実情に適した補助事業等を積極的に導入して整備することにより、市の財政負担や地元負担の軽減を図ります。
・非農家を含めた地域ぐるみで行う共同活動により、地域の農業用施設や農村環境の保全を図ります。また、向上活動により農業用施設の長寿命化を図ります。

 市長マニフェスト

 　　　における位置付け

取組項目及び方法・手段（何をどのように）

○農地・水保全管理支払交付金組織の拡充
　(1)H25新規採択の受付・審査
　(2)対象組織に対する交付金の交付事務
　(3)事業に係る説明会の実施
　(4)活動組織に求める各種提出書類に係る指導
　(5)活動組織への指導・助言
　　　※新規組織・既存組織全て同様に対応

・農業用施設の多くは高度経済成長期以降に本格的に整備されましたが、近年施設の老朽化による劣化・損傷が著しくなり、地元から施設の更新や修繕等の要望が急増しています。
・当市に多い中山間地域も主要な農業生産地域でありますが、農業生産基盤の整備が遅れており、近年農地の荒廃化が進んでおります。さらに、農業所得の低迷と農業後継者が減少している現状の中で、農業用施設の維持管理、更新
に伴う地元負担が増加している傾向にあります。

 目的・
　　効果

○幹線用水路の長寿命化のためのストックマネジメ
ント事業の実施
　(1)県営基幹水利施設ストックマネジメント事業の
     実施に伴う地元調整等

(1)神川左岸地区…地元調整が済み、赤井地区　２工区工事
　　　　　　　　 着手しました。
   吉田堰地区…計画変更市町村事務委託を発注しました。
   　　　　　　地元調整が済み、10月工事着手予定です。
   川西地区…樋の詰地区の工事が完了しました。（H25.6）
   　　　　　地元調整が済み、制水弁の更新工事を予定し
　　　　　　 ています。（H25.11～H26.3）

中間報告（目標に対する進捗状況・進捗度） 期末報告（目標に対する達成状況・達成度）

(1)ほ場整備…岩清水地区　区画整理工事が完了しました。
　　　　　　 矢沢工区　全工事が完了し、字界変更の手続き
　　　　　　           が済み、権利者会議の準備を進めて
                       います。
　 集落道…岩清水　1月に工事が完了し、同月管理委託を締
　　　　　　　　　 結しました。
　         下郷　用地測量を実施し、H27で用地買収を行い
                 ます。
  　       宮之上　1月に工事が完了し、同月管理委託を締
                  　結しました。
   用水路…下郷　3月に工事が完了しました。
　　　　   林之郷 用地買収が必要となったことから、用地
                  測量が完了し、工事はH26年度に発注予定
                  です。
   交流施設…2月に工事が発注され、8月に完了予定です。
　　　　　　 また、設置条例が3月議会で可決されました。
   その他…計画変更に向け、地元要望を集約しました。
(2)ため池の地質調査は5池が3月に完了、3池は継続実施中で、
   4池の測量設計も継続実施中です。
   県河川課と河川協議に関する事前協議を継続実施中です。

(1)新規5地区を受付。審査を行い採択しました。

(2)交付申請があった組織に対し順次交付しました。
(3)新規5地区に対する説明会を実施しました。

(4)(5)各組織に対し、指導・助言を随時実施しています。

(1)塩田地域1組織（手塚農水保全会）、川西地区2組織（仁古
   田水土里会・浦野水土里会）、丸子地域1組織（平井水土
   里会）、真田地域１組織（菅平水土里会）が新規事業採択
   されて活動 しています。
(2)全ての21組織に対して交付金を交付しました。
(3)新規5地区に対する説明会を実施しました。
　 新制度である多面的機能支払交付金に関して既存の21組織
   を対象に1回、また新規対象となりうる自治会・農業関係団
   体等を対象に上田・丸子・真田・武石地域で各1回の説明会
   を実施しました。
(4)3月に既存組織を対象とした提出書類に係る説明会を実施し
   ました。
(5)随時実施しました。

②

(1)神川左岸地区…赤井地区２工区で工事が完了しました。
　 吉田堰地区…計画変更市町村事務委託が1月に完了しま
               した。
               ゲート、転落防止柵の工事が完了しました。
　 川西地区…樋の詰地区の工事が6月に完了しました。
　　　　　　 制水弁の更新工事(1箇所)が3月に完了しまし
　　　　　　 た。

(1)ほ場整備…岩清水地区　進捗90%
   　　　　　矢沢地区　ほ場整備内農道舗装10月完成予定
　　　　　　　　　　　 です。
   集落道…岩清水　12月に工事完了予定です。
   　　　　下郷　地元調整中です。
   　　　　宮之上　1月に工事完了予定です。
   用水路…下郷　1月に工事完了予定です。
   　　　　林之郷　水路橋11月工事発注予定です。
   交流施設…11月に工事発注予定です。
   その他…計画変更に向け、地元要望を集約中です。

(2)ため池８池の地質調査、４池の測量設計を実施中です。
   県河川課と河川協議に関する事前協議を実施しました。

○県営事業の推進
　(1)中山間総合整備事業殿城地区の地元調整及び実
     施のための支援
　(2)地域ため池総合整備事業西塩田地区の地元調整
     及び新規事業採択のための支援

(1)､(2)
   平成25年4月～
　　　　　平成26年3月

(1)ほ場整備実施予定の2地区（岩清
水、矢沢）、集落道整備3地区（岩清
水、下郷、宮之上）、農業用水路1地
区（下郷）、交流施設基盤1地区（稲
倉棚田）について、県と地元との調
整及び工事等実施のための支援をし
ます。
(2)県と実行委員会との調整を行い、
産川河川協議と一部ため池の詳細設
計に着手します。
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6

重点目標管理シート

部局名 ５位

(1)農地利用集積図を12月に完成し地域で検討会へ提供しまし
　　た。
(2)3地区において12月から3月にかけ集落懇談会を6地域で開催
　　しました。
(3)地区検討会を３地区で合計5回開催ました。
(4)3月13日に市の検討会を開催しプランの見直しました。

9月の農地相談会において農地集積を図りました。 2月の農地相談会において農地集積を図りました。
平成25年度　新規集積　57ha

(1)4月に市内農家へ人・農地プランの作成を推進する ため、
パンフレットを4,000部配布しました。
(2) 7月に制度を解説するリーフレットを作成し、地区の懇談
会や説明会において関係者に配布し制度の周知を図りまし
た。
(3)～(6)6月に推進母体となる農業支援センターへ業務委託を
行い関係者と懇談会開催の協議を行いました。

・中心経営体再検討
・農地利用の現状を地域で検討し、
農地利用集積の方向を検討します。

③

○「人・農地プラン」の周知と前期内容見直し
　・「人・農地プラン」の周知
　　　(1)制度周知のためのパンフレットの配布
　　　(2)制度の解説用リーフレット作成
　・経営体との懇談
　　　(3)地域の推進組織となる活性化ｵ委員会等
　　　　　 と本年推進についての協議
　　　(4)地域の中心経営体との懇談会の実施
　　　(5)地区検討会の開催
　　　(6)市検討会の開催

(1)　4月
(2)　8月

(3)～(6)　9月

・農業者へ周知
・中心経営体再検討
・中心となる農業者や地域の意見を
集約し、後期見直しの検討材料とし
ます。

②

○「人・農地プラン」に基づく農地集積の推進
　　プランに地域の中心となる経営体として位置づ
　　けられた、農業法人や農業経営体への農地の
　　集積を図る

　平成25年4月
　　　～平成26年3月

新規集積目標面積 50ha

(1)9月、3月に給付金を７経営体へ給付しました。
(1)1月に前期（7～12月）の就農状況報告を受け上小農業改良
　 普及センターと状況確認を実施しました。

取組項目及び方法・手段（何をどのように）

①

○「人・農地プラン」に基づく新規就農者の支援
　・青年就農給付金の給付と就農支援
　　(1) 既給付者の就農支援
　　　　関係団体と協力し就農者の経営開始計画
　　　　の状況確認と指導の実施
　　(2) 給付者の決定および営農支援
　　　　給付金の募集、決定

期間・期限
（いつ・いつまでに）

数値目標（どの水準まで）

(1)平成25年4月
　　　　～平成26年3月

(2)9月

(1)既給付者の就農支援
 　平成24年度上田地域支給者
   6経営体
　
(2)給付者の決定および営農支援
   平成25年度上田地域支給者
　 7経営体

 市長マニフェスト

 　　　における位置付け
Ⅳ-2-(1)第１章　地域経済を活性化するために

第１節　豊かな恵みをもたらす農林水産業を支える

 目的・
　　効果

　地域内の農業者と地域農業の将来を見通し、今後の方向性、将来像を話し合い「人・農地プラン」を作成します。プランに位置づけることにより、農地集積の促進を図り・協力者には集積協力金や規模拡大交付金の交付を行うこと
ができます。また、国の施策による、経営体育成支援事業や新規就農者への給付金の給付事業など農業者への直接支援を実施することができます。

中間報告（目標に対する進捗状況・進捗度） 期末報告（目標に対する達成状況・達成度）

 現況・
　　課題

　国により持続可能な力強い農業の実現のため　「人・農地プラン」の作成と「農地集積の推進」及び「新規就農の増大」が示され、上田市でも「人・農地プラン」の作成に取組み、平成２４年度は地域における検討を行い「人・農
地プラン」を作成してまいりました。地域農業をめぐる状況は毎年変わってまいります。平成２５年度は、適切な「人・農地プラン」の作成に向けた取組みを進め内容の見直しを行ってまいります。

農林部 優先順位人・農地プラン（地域農業マスタープラン）の実行

平成２５年度

重点目標

特
記
事
項

○市民参加・協働の推進、市民満足度の向上を考慮した点
 地域、集落ごとに農業者や関係団体が構成員である活性化組合を中心の懇談会を開催し意見を集約し地域のプラン
を検討していく。

④

第2編　産業経済
 総合計画における

 　　　　　位置付け

(1)7月に既給付者の状況報告に基づき、普及センターと供に
各経営体の状況確認経営相談を実施しました。

(2)7月に給付希望者を公募し、書類審査、面接、審査会を開
催し、８月に７経営体への給付を決定しました。

(1)9月に地図作成に向け支援センターや農委との調整を開始
しました。

○「人・農地プラン」の内容後期見直し
　　・地域、集落との懇談及び集積計画の検討
　　　(1)農地利用状況図の作成
　　　(2)地域又は集落で懇談会の実施
　　　(3)地区検討会の開催
　　　(4)市検討会の開催

○取組による効果・残された課題

(1)　10月
(2)～(4)　3月
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